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背景 

本邦では、2025 年に「団塊の世代」が後期高齢者となり、253 万人が介護を必要とする状態にな

ると推計されている(1)。居宅で介護を受けることが困難な高齢者の生活を支援する高齢者施設の役

割は大きく、近年、高齢者施設は増加傾向にある。また高齢者施設の配置基準のほとんどが入居者

３人に対して１人以上の場合が多く、介護職員の需要は高い。一方、介護職員の離職率は 16.7％(2)高

く、離職や職員不足によるケアの質の低下、利用者に対する心理的悪影響などが懸念される。さら

に近年、仕事による強いストレスを抱え労災認定される労働者は増加傾向にある(3)。また仕事での不

安や悩み、ストレスで精神障害など、自殺に追い込まれる労働者は年間約 2 万人以上である(3)。介護

職の離職を低減し、職場への適応を高めていく上で、職場でのメンタルヘルス対策は、労働衛生に

おける重要課題の 1 つである。 

本研究では、福島県内の高齢者施設で働く介護職員のメンタルヘルスに焦点をあて、ストレスの

把握とそれに対する支援方策の検討を行うことを目的とした。 

 

方法 

本研究では、福島県内の高齢者施設 16 箇所に勤務する職員 720 名を対象に、質問紙調査によるデ

ータ収集、分析を行った。調査回答者には、調査への謝礼として 1,000 円分のクオカードを提供し

た。調査内容は、大きく分けて 2 項目を収集した。 

１．基礎情報は性、年齢、職種、雇用形態、勤続年数、役職の有無を調査した。 

２．ストレスチェックの方法として心理社会的要因、特に部署や事業場レベルでの仕事の資源およ

び労働者の仕事へのポジティブな関わりを測定できる新職業性ストレス簡易調査票を用いた。新職

業性ストレス簡易調査票は、各項目の点数が 1 点～4 点であり、高得点が望ましい状態を示すように

なっている(4)。解析方法は、介護職と介護職以外の他職種（看護、リハビリ、事務、給食）で記述集

計を行い、t 検定を用いて 2 群間比較を行った。 

本研究は、福島県立医科大学倫理委員会（一般 2020-123）にて承認された。質問紙を配布する際、

同意説明文書も合わせて配布し、文書による説明・承認を得た。 

 

結果 

 高齢者施設 9 箇所、対象 499 名より回答を得た。平均年齢 43.4±13.2 歳、最年少 19 歳、最高齢 79

歳、男性 156 名、女性 343 名であった。職種は介護職 300 名、看護職 69 名、リハビリテーション職

46 名、介護支援専門員・相談員 29 名、事務 22 名、給食 13 名、その他 20 名、介護職以外の他職種



合計は 199 名であった。勤続年数は平均 101.7 か月、雇用形態は正社員 380 名、その他（契約社員・

アルバイト）119 名、役職あり（主任、係長等）130 名、役職なし 369 名だった。 

新職業性ストレス簡易調査票（短縮版）を用いて、介護職と他職種の 2 群間で有意差があった項

目は、「仕事の質的負担（p=0.006）」、「身体的負担（p<0.001）」、「疲労感（p=0.034）」、「役割の明確さ

（p=0.004）」の 4 項目であった（表 1）。4 項目とも介護職は他職種に比べると、負担や疲労感などが

あるとの結果がみられた。 

 

 

 

考察 

本研究は、福島県内の高齢者施設における介護職員のストレスに焦点をあて、新職業性ストレス

簡易調査表を用いて、ストレス把握と支援方策の検討を行った。その結果、介護職は他職種と比較

して、仕事の質的負担、身体的負担、疲労感、役割の明確さが高いことが分かった。現在、高齢者施

設は慢性的な介護人材不足であり、また職員の多くは子育て世代の女性であり、急な休みを強いら

れる。そのため、介護職員 1 人にかかる心身的負担が増えていると考えられる。 

支援対策としては、電子カルテや介護ロボットなどの福祉機器の導入促進、利用者ができる日常

生活動作を正しく評価し共有する環境設定、職員 1 人 1 人のメンタルヘルス問題に取り組む等、各

施設に合わせたオーダーメイドの支援が必要である。また、今後は職場環境改善ニーズを把握する

ことのできる調査票を用いて評価し、より具体的な課題を洗い出し、その課題に対して検討する必

要があると考える。 
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介護職 他職種

n= 300 n= 199

仕事の質的負担 1.8±0.6 2.0±0.7 0.006

身体的負担 1.5±0.6 2.2±1.0 <0.001

疲労感 2.4±0.8 2.7±0.9 0.034

役割の明確さ 3.2±0.5 3.3±0.6 0.004

表1 介護職と他職種、ストレス項目の比較

平均値±標準偏差とした。 
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